
11 はじめに

 商業教育は、産業界でリーダーシップを発揮し、経

済社会の発展に貢献できる人材を数多く輩出してき

た。高等学校学習指導要領（平成30年告示）では、商

業科の目標において、ビジネスを通じ、地域産業をは

じめ経済社会の健全で持続的な発展を担う職業人の育

成を目指すこととしている。特に、商業高校をはじめ

とする専門高校は、実践的な学びを通じて即戦力とな

る人材を育成する役割を担っている。本稿では、商業

教育の現状と課題、そして今後の方向について述べ

る。はじめに、商業に関する学科の現状を把握し、次

に国家試験等への合格状況や教育課程の実施状況を分

析する。さらに、指導と評価の一体化を図るための学

習評価の方法についても触れ、最後に今後の商業教育

の方向性について考察する。本稿が、商業教育に携わ

るすべての方々にとって有益な情報源となることを願

う。

22 商業に関する学科の現状

 令和６年度の学校基本調査によると、高等学校の生

徒数の割合は、普通科が74.1％で最も多く、職業学科

が16.9％、その他専門学科が3.6％、総合学科が5.4％

である。商業に関する学科（以下、商業科という）を

設置する高校に所属する生徒数は、現在は約16万人で

あり、高等学校の全体の5.6％を占める。平成初期に

は約58万人の生徒が在籍していたが、少子化の影響を

受けて生徒数は大幅に減少した。

 また、商業科を設置している学校は全国で574校あ

り、そのうち153校は商業科を単独で設置している学

校である。高等学校全体の学校数は延べ数で6,523校

あり、そのうち普通科が3,678校で最も多く、職業学

科が1,906校（商業科は574校）、その他専門学科が562

校、総合学科が377校である。平成初期には商業科に

おいて約1,000の学校が存在していたが、総合学科の

導入や学科転換が進んだ結果、現在ではその数が減少
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（31.1％）、就職者（33.7％）と、ほぼ同じ割合で進路

が決定している。また、就職者の推移として、令和2

年3月に卒業した生徒の就職者の割合は43.3％である

のに対し、令和６年3月に卒業した生徒の就職者の割

合は33.7％と、約10ポイント減少している。この変化

は、新型コロナウイルス感染症が生徒の進路選択に影

響を与えた可能性を示していると考える。

 高等学校各教科等担当指導主事連絡協議会聴取資料

によると、令和６年3月に公立高校を卒業した者のう

ち就職者総数は15,081名である。また、商業科の就職

決定率は98.9％であり、高い水準を維持している。多

くの職種で人手不足が続いているため、就職希望者に

は多くの選択肢がある。職種別の就職状況を詳しく分

析すると、次のグラフが示すようになる（図２）。商

業科の生徒は主に事務職、生産工程、サービス、販売

の分野に就職する割合が高い。事務従事者の割合は、

商業科、普通科、総合学科の順で高くなっている（図

３）。

図２�　商業に関する学科卒業者の職種別就職状況（令
和６年３月卒）
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（出典）令和６年度学校基本調査を基に加工

図３　事務従事者の学科別割合（令和６年３月卒）
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している。

 小学科別生徒数の状況は、次のグラフで示したとお

り、生徒数が多い小学科は商業関係と情報処理関係で

ある（図１）。高等学校学習指導要領（平成30年告示）

において「マネジメント分野」を新たに導入したこと

を境に、学科名にマネジメントが付く小学科の新設が

増えた。そのほか、AIやデータサイエンスを学べる学

科や、探究、地域、起業、イノベーションなどに焦点

を当てた学科など、商業教育を軸に学びの幅が広がっ

ている。

図１�　小学科別生徒数の状況（令和６年５月１日現
在）（人）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
102,977

5,323 6,238 6,074 

35,949 

4,776 

（出典） 令和６年度学校基本調査を基に加工

 令和元年度からの生徒数の推移は次の表に示したと

おりである（表１）。小学科の数が異なるため単純な

比較はできないが、商業関係の減少率と比べて、会計

関係などの小学科の減少率が高い傾向にある。これら

の生徒数の減少は、特定の職業分野の専門職の減少に

つながる可能性がある。各地域の状況に応じた高校の

再編・統合は、専門的なスキルを持った人材の育成を

担う教育機会の減少を招き、それが地域経済における

人材確保に影響を与える可能性があると考える。

表１�　小学科別生徒数の推移（令和６年５月１日現
在）（人）

R1 R2 R3 R4 R5 R６ R６−R1

商業関係 114,150 110,109 106,609 105,170 103,035 102,977 −9.8％

流通経済関係 7,184 6,956 6,601 5,911 5,589 5,323 −25.9％

国際経済関係 7,020 6,626 6,361 6,102 6,425 6,238 −11.1％

会計関係 8,790 8,356 7,825 7,347 6,368 6,074 −30.9％

情報処理関係 43,718 42,083 39,650 37,139 36,545 35,949 −17.8％

その他 4,199 4,029 4,042 3,979 4,470 4,776 13.7％

計 185,061 178,159 171,088 165,648 162,432 161,337 −12.8％

（出典） 令和６年度学校基本調査を基に加工

 進路状況に視点を変えると、令和６年3月に卒業し

た生徒は、大学・短大等（32.5％）、専修学校等
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 一方で、進学者総数は26,828名である。そのうち、

商学部や経済学部など商業関係の学部へ進学した割合

は59.7％と高く、高校での商業教育を継続して学ぶ生

徒が多いことが特徴である（表２）。また、推薦入試

を利用した進学者は91.1％に達しており、在学時の学

習活動の取組が大学側から評価されていることがうか

がえる（表３）。

33 国家試験等への合格状況

 令和元年度から令和5年度までの国家試験等への合

格状況は上の表に示したとおりである（表４）。地域

ごとに検定及び資格の取得状況には、ばらつきは見ら

れるものの、令和4年度と比較して、令和5年度は基

本情報技術者試験や実用英語技能検定2級などの合格

者数が増加していることが確認できる。これは、生徒

の日々の努力に加え、指導に当たる先生方の熱心なサ

ポートや家庭からの支えが大きな役割を果たしている

と考えられる。

 また、日本公認会計士協会が公表しているデータに

よると、令和5年度の公認会計士試験では、合格者数

が1,544人、合格率が7.6％であった。合格者の平均年

齢は24.5歳で、そのうち学生や専修学校生などが全体

の63.5％を占めている。一方で、商業科を設置してい

る学校からの報告では、令和5年度試験で商業科を卒

業した者から43名の合格者が輩出されたことが判明し

ており、これらの卒業生の多くは、大学や専門学校の

在学中に合格をしている状況が確認できた。

表２　公立高校の商業に関する学科卒業生の進学状況（令和６年３月卒業者）

4年制大学
進学者
総 数国立・公立 私 立 合 計

商業関係 商業関係 商業関係

進学者数（人） 999 709 11,046 6,484 12,045 7,193 26,828

進学者総数に対する割合（％） 3.7 ― 41.2 ― 44.9 ― 100

内数の割合（％） ― 71.0 ― 58.7 ― 59.7

※商業関係の学部（例）：商学部、経済学部、経営学部など
（出典） 高等学校各教科等担当指導主事連絡協議会聴取資料

表３　公立高校の商業に関する学科卒業生の入試形態別進学状況（令和６年３月卒業者）

4年制大学
進学者
総 数国立・公立 私 立 合 計

一般 推薦 一般 推薦 一般 推薦

進学者数（人） 999 70 929 11,046 997 10,049 12,045 1,067 10,978 26,828

進学者総数に対する割合（％） 3.7 ― ― 41.2 ― ― 44.9 ― ― 100

内数の割合（％） ― 7.0 93.0 ― 9.0 91.0 ― 8.9 91.1

（出典） 高等学校各教科等担当指導主事連絡協議会聴取資料

表４　国家試験等への合格状況　（人）

年　

度

経済産業省 国税庁 日本商工会議所 日本英語検定協会 日本FP協会 観光庁

情報処理技術者 税理士 簿記検定 販売士検定 実用英語技能検定 FP技能検定 旅行業務取扱管理者

データ
ベース

ネット
ワーク

応用
情報

基本
情報

情 報 セ
キ ュ リ
ティマネ
ジメント

ITパス
ポート

科目
合格 1級 2級 2級 3級 準1級 2級 2級 3級 総合 国内

R1 5 1 51 367 86 1,350 28 103 4,331 322 873 17 906 4 163 1 6

R2 2 0 6 133 57 1,503 27 57 1,906 229 779 26 767 3 150 1 7

R3 2 0 13 389 90 1,171 30 53 4,613 226 523 30 874 4 131 0 9

R4 0 0 18 301 53 985 26 44 3,826 347 314 18 871 7 153 2 1

R5 1 0 30 422 74 872 31 72 3,560 268 190 25 1,113 2 112 0 5

（出典） 高等学校各教科等担当指導主事連絡協議会聴取資料
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44 教育課程の実施状況

 令和4年度から年次移行した新しい教育課程は、令

和６年度に全日制課程で完成年度を迎えた。商業科を

設置する学校では、教科の目標に基づき、各学校や地

域の状況に応じた体系的かつ系統的な商業教育を実現

するための科目配置が求められている。次の図に示し

たとおり、基礎的科目から総合的科目へと生徒の学び

がつながるよう、各分野や科目の配置を工夫すること

で、より質の高い商業教育を展開することが可能とな

ると考える（図４）。

図４　教育課程のイメージ
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 令和６年度の高等学校各教科等担当指導主事連絡協

議会聴取資料によると、小学科ごとの教育課程に設置

される科目はばらつきがあり、履修状況には偏りが見

られる。例えば、科目「マーケティング」は約８割の

学校で学ぶことができるが、科目「商品開発と流通」

は約5割の学校で教育課程に設定されていない。多く

の商業科では企業と共同して商品を開発しているもの

の、顧客ニーズの把握や知的財産権に関する学びが不

十分になる可能性があることは否定できない。特に、

商品のネーミングやデザインを行う際には、知的財産

権の理解が欠かせない。科目「商品開発と流通」を学

んでいない状況で商品開発を行うときに、リーガル

チェックが働いているか不安があり、学んでいないこ

とによるリスクは大きいと感じる。

 また、インターネットを通じた商取引や個人取引が

一般化する中で、ネットワークセキュリティの学びも

重要性を増している。しかし、科目「ネットワーク管

理」は約7割の学校で教育課程に設定されておらず、

ネットワーク上での不正アクセスやサイバー攻撃への

対応能力を育成する機会が不足していると考える。商

業教育においては、セキュリティ関連の学習機会の確

保や、ビジネスに適した総合的な理解と技術を習得す

るための環境整備が求められる。

 いずれにしても、変化する社会の中で、商業教育を

学ぶ生徒が実践の場で生かせる知識及び技術の習得が

必要であるとともに、先生方においては、生徒の資

質・能力を生かせる進路指導を行う必要があると考え

る。また、厚生労働省の調査によれば、令和5年3月

に高校を卒業して就職した生徒のうち、1年以内に離

職した者の割合は17.4％にのぼっている。離職の理由

は個々の状況によって異なるものの、企業とのミス

マッチが主な要因であることは否めない。この課題を

解決するためには、企業が求める人材像と生徒の進路

希望や資質・能力をどのように適合させるかが重要で

ある。特に、地域企業が求める能力を反映した教育課

程の編成が不可欠である。さらに、企業の意見を取り

入れ、産業界との連携を強化することで、より実践的

で地域に根ざした商業教育を展開することが可能とな

る。このような取組を通じて、各学校のカリキュラ

ム・マネジメントを充実させ、生徒が地域社会や産業

界で即戦力として活躍できる能力を育成することが求

められている。

 さらに、専門高校は、産業構造の絶え間ない変化に

対応した職業人の育成が急務である。令和3年度から

実施されている国の事業「マイスター・ハイスクール」

では、産業界と専門高校が一体となって職業人の育成

を実践している。この事業のポイントとしては、地域

ごとに産業界と教育界の連携体制を構築すること、そ

してコーディネート機能の整備が挙げられる。マイス

ター・ハイスクールCEOや産業実務家教員が教育に

参加し、持続可能な産業人材の育成を目指している。

 また、令和６年度から新たに2年間、「マイス

ター・ハイスクール普及促進事業」がスタートした。

今までのマイスター・ハイスクールとの違いは、

CEOの設置が要件にないため、学校が参加しやすく

なったことである。連携体制を域内で「横展開」し、

他校・他学科とも取り組みやすくするために、広域

ネットワークを構築する。

 このように、マイスター・ハイスクールは、地域産

業と教育の連携を強化し、次世代の産業人材を育成す

るための模範的な取組である。文部科学省のウェブ

ページを閲覧し、実践事例を確認していただきたい。

マイスター・ハイスクール（次世代地域産
業人材育成刷新事業）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
shinkou/shinko/1366335_00001.htm

 教科「商業」では、次ページの図のように、各分野

の学びを通じて、専門的な職業人の育成が可能である

（図５）。例えば、マネジメント分野では、経営資源の
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マネジメントや新たなビジネスの考案に取り組む実践

的・体験的な学習活動を行うことで、将来的には中小

企業診断士として企業支援を担う道を目指すことがで

きる。また、流通業や金融業をはじめとする様々な業

種において、教科「商業」で育成する資質・能力が求

められており、このような学びを通じて産業界で幅広

く活躍できる人材を育成することが可能である。

図５　商業科が育成を目指す職業人（例）
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（出典）� 高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説・商業編
を基に加工

 商業科を設置する多くの学校では、企業や地域との

連携による商品開発や販売実習を実施するなど、実践

的・体験的な学習活動に取り組んでいる。産業現場に

おける実習は高い教育効果が期待されており、学校で

の適切な事前指導によってその効果をさらに向上させ

ることができるとされている。事前指導の充実のため

には、各学校で高等学校学習指導要領（平成30年告

示）解説・商業編を参考にして、計画的な施設や設備

の改善、充実、更新を行い、学習活動を円滑に進める

環境を整備する必要がある。特に、次の表に示したよ

うなソフトウェアの整備が求められる（表５）。例え

ば、企業での商品管理のオペレーション実習を行う前

に、学校では仕入・販売管理ソフトウェアを活用した

効率的な業務の進め方を学ぶ実習を取り入れることが

考えられる。これにより、産業現場での実習をより効

果的なものにするための事前・事後の学習指導を充実

させることが可能となる。各学校においては、所管の

教育委員会事務局などと相談し、現行学習指導要領の

趣旨を実現するよう、計画的な設備の導入に努めてい

ただきたい。

表５　ソフトウェア等の一例

科目名 種 類

簿記 会計ソフトウェア

ソフトウェア活用 仕入・販売管理ソフトウェア
給与計算ソフトウェア

プログラミング 携帯型情報通信機器用ソフトウェア
の開発環境

（出典）� 高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説・商業編
を基に加工

 高等学校各教科等担当指導主事連絡協議会聴取資料

を見る際には、「単位数の平均」と「科目の設定状況」

に着目することで、各学校における学習指導の重点や

状況を把握することができる（次ページの図６・

７）。例えば、科目「簿記」に関しては、ほぼすべて

の学校で設定されており、単位数の平均は4.2～4.3単

位と高水準である。一方、観光立国の人材育成を目的

に新たに設けられた科目「観光ビジネス」は、設定状

況が約50％（選択科目を含む）にとどまり、単位数の

平均は2.5～2.6単位である。また、会計分野やビジネ

ス情報分野に属する科目においても、それぞれの単位

数や設定状況に差が生じている。

 学校設定科目の設定状況を確認すると、全国の商業

科を設置している学校の63.5％は学校設定科目を設置

していないことが分かる。一方で、学校設定科目を設

置している学校で1科目のみを設定している割合は

15.4％という状況である。また、科目名を見ると、多

くの学校では学校設定科目の趣旨を踏まえて活用がで

きていないことがうかがえる。例えば、「簿記演習」

や「プレゼンテーション」など、特定の内容をトリミ

ングして科目を設定している事例が見られる。ビジネ

スの発展や地域の実態等に対応し、新しい分野の教育

を積極的に展開する必要がある場合、学校設定科目を

設けることにより、特色ある教育課程を編成すること

ができる。学校設定科目の名称、目標、内容、単位数

等を定める際に、教科の目標に基づくことが要件であ

ることや、関係する各科目との内容の整合性に十分配

慮する必要がある。そのため、科目の目標や内容を今

一度確認し、生徒のどのような資質・能力を育成する

べきかを、認識する必要がある。

○学校設定科目の要件

・�生徒や学校、地域の実態及び学科の特色等に応

じ、特色ある教育課程の編成に資するよう、学

校設定科目を設けることができる。

・�商業科においては、通常履修される教育内容な

どを想定した20科目（関係する各科目）の内容

との整合性を図りつつ、新しい分野の教育を積

極的に展開する必要がある場合に限る。

（出典）� 高等学校学習指導要領（平成30年告示）

第1章総則第2款3⑴エ及び高等学校学習

指導要領（平成30年告示）解説・商業編を

一部抜粋
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図６�　履修する際の最低単位数の平均と最高単位数の
平均（単位）
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観光ビジネス

ビジネス・マネジメント

グローバル経済

ビジネス法規
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財務会計Ⅰ

財務会計Ⅱ

原価計算

管理会計

情報処理

ソフトウェア活用

プログラミング

ネットワーク活用

ネットワーク管理

最低単位数の平均 最高単位数の平均

（出典） 高等学校各教科等担当指導主事連絡協議会聴取資料

図７　科目の設定状況
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必修 選択 設定なし

n＝638

100.0 0.0 0.0

0.2 0.599.4

8.3 17.474.3

22.1 49.528.4

41.2 19.439.3

38.9 51.79.4

36.4 50.013.6

34.8 51.313.9

32.4 60.57.1

45.0 35.619.4

1.3 0.598.3

29.0 10.360.7

39.8 50.89.4

40.0 12.947.2

19.1 78.12.8

0.00.599.5

28.4 8.263.5

27.1 44.528.4

42.0 37.021.0

21.2 70.78.2

※� 2単位履修と3単位履修を選択させるなど、すべての生徒
が履修することになる場合には、必修にカウントしている。
（出典）高等学校各教科等担当指導主事連絡協議会聴取資料

55
指導と評価の一体化のための
学習評価

 ここからは、教科「商業」における「指導と評価の

一体化」を、国立教育政策研究所が所管する「教育課

程実践検証協力校事業」の取組を通じて確認する。指

導と評価の一体化は、生徒の資質・能力の育成に欠か

せない要素であり、効果的な教育活動を行うために

は、指導計画を立て、評価方法を明確にする必要があ

る。教科「商業」では産業界で求められる資質・能力

を見据え、持続可能な職業人の育成を目指し、資質・

能力の3つの柱に基づいて生徒を育成することが求め

られる。ビジネスに即した体験の中で発生する様々な

課題に対し、試行錯誤しながら解決策を見つける学習

活動を通して、ビジネスの創造と発展に主体的かつ協

働的に取り組む姿勢を養うことが必要である。指導と

評価の計画を立てる際には、教師と生徒が育成を目指

す人材像や必要な資質・能力を共有し、学習活動を通

じて「何が身に付いたか」を相互に確認し合うこと

で、教育の質の向上を図ることが重要である（図８）。

図８　学習指導を考える文脈

育成を目指す人材像はどのようなものか

そのような人材に求められる「資質・能力」はどのようなものか

育成を目指す資質・能力を身に付けるために、「何を学ぶか」

そのような資質・能力を身に付けるために、「どのように学ぶか」

何が身に付いたか

⑴　学習評価の充実

 学習評価は、生徒の学習状況を多面的かつ多角的に

把握することで、教師にとっては指導の改善につなげ

る手段となり、生徒にとっては学習の振り返りや、次

の学習へのステップを踏む手段となる。また、学習評

価は、各教科の学習状況を観点ごとに分析して学習の

改善に生かす「観点別学習状況の評価」と、これらを

総括的な評価として「評定」を付ける形式に分けられ

る。さらに、観点別学習状況の評価になじまず、生徒

のよい点や可能性、進歩の状況など、生徒一人ひとり

の進捗状況に注目し、アドバイスを行うなど、個別に

評価をする「個人内評価」の活用も有効である。この

ように、単元や題材など内容や時間のまとまりを見通

して学習の過程や成果を評価し、資質・能力の育成に

生かすことで、学習指導と学習評価の質を高めること

ができる。次ページの学習指導要領の第1章総則の抜
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粋にあるよう、生徒自身が学習したことの意義や価値

を実感できるようにする工夫が必要である。

○指導と評価の改善

 生徒のよい点や進歩の状況などを積極的に評価

し、学習したことの意義や価値を実感できるよう

にすること。また、各教科・科目等の目標の実現

に向けた学習状況を把握する観点から、単元や題

材など内容や時間のまとまりを見通しながら評価

の場面や方法を工夫して、学習の過程や成果を評

価し、指導の改善や学習意欲の向上を図り、資

質・能力の育成に生かすようにすること。

（出典）� 高等学校学習指導要領（平成30年告示）

第1章総則第3款2⑴を抜粋

 教育課程や学習活動、指導方法の改善は、一貫性を

保ちながら計画的に取り組むことが重要である。評価

は単なる成績付けだけではなく、生徒が自らの目標や

課題を明確にし、それに向かって学習を進められるよ

うにする必要がある。その際、評価の場面や方法を工

夫して、学習の過程での生徒の成長を重視する視点が

求められる。これにより、生徒の学びを支える効果的

な教育活動の展開が期待できる。

 また、観点別学習状況の評価では、「知識・技能

（技術）」「思考・判断・表現」「主体的に学習に取り組

む態度」の3つの観点が相互に影響し合う。これらを

バランス良く評価することで、生徒の資質・能力を効

果的に育成することができる。その際、ペーパーテス

トの結果だけでは、生徒の成長を総合的に把握するこ

とが難しいため、学習指導要領解説を参考に、単元や

題材など内容や時間のまとまりを見通して、ペーパー

テストに加え、論述、レポート、作品制作など、多様

な評価方法を工夫することが大切である。

 さらに、学習評価の透明性と信頼性を高めるには、

生徒が自分の目標や課題を意識しながら学べるよう、

評価方法の工夫を取り入れることが効果的である。ま

た、評価の結果を単なる数値として扱うのではなく、

学習成果や改善点の具体的なフィードバックを生徒に

行うことで、さらなる成長を促すことが期待できる。

⑵　主体的・対話的で深い学びの実現

 主体的・対話的で深い学びを実現するためには、次

の「授業改善のポイント」で示したとおり、授業者

（教師）と学習者（生徒）の視点を往還させる授業改

善が求められる。単元を見通して、生徒が主体的に学

習活動に取り組むことができる「問い」を設定するこ

とで、教師と生徒が意見を交わし、学びを深める双方

向の学習活動が実現できる。また、課題解決を通し

て、生徒が自らの学びや変容を自覚できる場面を設定

することにより、教育活動を充実させていくことが期

待できる。

○授業改善のポイント

・�生徒に、授業でどのような力を身に付けさせよ

うとしているのかを意識させるためにも、「授

業者」と「学習者」の視点で、双方を往還して

授業改善に取り組むこと

・�「生徒が自身の学びや変容を自覚できる場面を

どこに設定するか」、「生徒が考える場面と教師

が教える場面をどのように組み立てるか」と

いった観点で授業改善を進めること

（出典）� 学校における教育課程編成の実証的研究

（平成29～令和3年度）

 例えば、教科「商業」の学習活動において、生徒が

模擬的な企業経営に取り組み、主体的・協働的に意思

決定を行う場面を設定した場合、グループ内での対話

を重ねて情報を分析し、教師からアドバイスを受けな

がら解決策を見出すといった学習過程を通して、課題

解決能力を育成することが期待できる。さらに、ビジ

ネスに対する理解や企画力、創造力などを基盤とし

て、地域を学びのフィールドとしたプロジェクト型学

習に参加することで、商業の見方・考え方を働かせな

がら、課題解決能力を高めることが期待できる。

⑶　指導と評価の計画を立てることの重要性

 生徒の資質・能力を育むためには、学習指導のねら

いが生徒の学習状況として適切に実現されたかを評価

規準に照らして観察し、毎時間の授業で適宜指導をし

なければならない。このことを踏まえ、評価規準に基

づき、観点別学習状況の評価を行う必要がある。学習

評価を分析的に捉えるためには、生徒は単元内のどの

時間で、何をどのように学ぶのか、また教師はどの観

点で評価を行うのかなど、計画的に取り組むことが大

切である。ただし、毎時間すべての生徒に対して記録

を取り、総括の資料として蓄積するのは現実的ではな

いため、単元や題材など内容や時間のまとまりごと

に、生徒全員の学習状況を記録に残す場面を精選する

ほか、本時において重点的に評価をする観点を明確に

することで、効率的かつ効果的な評価が可能となる。
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 本ページに掲載した科目「ビジネス基礎」の指導と

評価の計画（例）及び学習評価の進め方（参考）を確

認していただきたい（表６・７）。指導と評価の計画

を立てる際には、学習指導要領の目標や内容、学習指

導要領解説、生徒の実施状況、前単元までの学習状況

等を踏まえて「①単元の目標」「②単元の評価規準」

を作成する。次に「③指導と評価の計画」を作成し、

評価場面や評価方法等の計画に基づいて授業を実施し

た後、「④観点ごとに総括」を行い、集めた評価資料

やそれに基づく評価結果等から、観点ごとの総括的評

価（Ａ，Ｂ，Ｃ）を行う。評価資料を基に、クラス全

体が「おおむね満足できる」状況（Ｂ）以上であるか

どうかを評価し、「努力を要する」状況（Ｃ）と判断

される生徒には手立てを講じる必要がある。学習指導

に当たる先生方には、「指導と評価の計画」を作成す

ることで、単元ごとに学習活動と時間配分を見通し、

評価規準に基づいて学習の過程と成果をバランス良く

評価することが求められる。この取組によって、教師

は指導の改善に努めるほか、生徒の様子を観察し、教

師同士が情報を共有しながら、生徒を支援することが

大切である。さらに、単元ごとに評価規準を明確に

し、学習評価の進め方を計画的に整備することで、指

導と評価の一体化を実現することが可能となる。その

際、生徒一人ひとりの学習進度や状況を正確に把握

し、必要に応じて計画を修正するなど、柔軟な対応が

求められる。

表７　学習評価の進め方（参考）

評価の進め方 留意点

①�単元の目標を
作成する ・�学習指導要領等を踏まえる

・�生徒の実態、前単元までの学習
状況等を踏まえる②�単元の評価規

準を作成する

③�「指導と評価
の計画」を作
成する

・�①②を踏まえ、評価場面や評価
方法等を計画する

・�評価資料や観点別学習状況を設
定する

・�Ｃ評価への手立て等を考える

授業を行う

④�観点ごとに総
括する

・�評価資料、評価結果等から、総
括的評価（Ａ，Ｂ，Ｃ）を行う

（出典）� 「指導と評価の一体化」のための学習評価に関する参考
資料を基に加工

 また、単元を構成する際には、次ページの「指導項

目による単元の構成」で示すように、①指導項目を小

項目ごとに単元とする場合や、②指導項目を大項目ご

とに単元とする場合、③いくつかの小項目を組み合わ

せて単元とする場合などが考えられる（次ページの図

９）。そのため、各学校において教科「商業」の科目

を設定した目的を踏まえ、生徒や地域の実態、学科の

特色に応じて適切に単元を設定することに留意してい

ただきたい。

表６　指導と評価の計画（例）「ビジネス基礎　⑴　商業の学習とビジネス　ウ　ビジネスの動向・課題」

時
間 ねらい・学習活動 重

点
記
録 備考（評価規準・評価方法）

第
一
次
（
２
時
間
）

1 経済を支えるビジネス

生産と流通の働きによって、私たちの生活が支
えられていることを理解する。

・�グループでビジネスの具体的な事例を発表し合
い、自分の発言と他者の発言を区別しながら、
生産と流通に関わるビジネスの具体例を整理す
る。

思
態 ○

・�生産と流通に関わるビジネスの具体例を挙げる
活動に、自分の考えに加え、他者の意見を調整
しながら意欲的に取り組もうとしている。

 観察・ワークシート

・�生産、流通、金融や情報など、経済を支えるビ
ジネスについての基礎的な知識や、日本の産業
構造の変化について理解する。

知 ・�生産、流通、金融や情報などが経済を支えてい
る過程や産業構造についての基礎的な知識を理
解している。

 ペーパーテスト（小テスト）

（出典） 「指導と評価の一体化」のための学習評価に関する参考資料を基に加工

学習のねらい

学習活動の内容
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図９　指導項目による単元の構成（例：情報処理）
第16 科　　目

(1)

ア

イ

ウ

(2)

ア

イ

ウ

エ

(3)

ア

イ

ウ

ビジネスと統計

（以下省略）

指導項目（大項目）②

指導項目（小項目）①

指導項目（小項目）

指導項目（小項目）情報通信ネットワークの活用

情報セキュリティの確保と法規

表・グラフの作成と情報の分析

問題の発見と解決の方法

情報モラル

企業活動と情報処理

情報処理の重要性

コミュニケーションと情報デザイン

コンピュータシステムと情報通信ネットワーク

コンピュータシステムの概要

情報通信ネットワークの仕組みと構成
③

情報処理

情報の集計と分析 内容や時間のまとまりで考える

（出典） 高等学校学習指導要領（平成30年告示）を基に加工

⑷　商業の見方・考え方

 商業の見方・考え方とは、「企業活動に関する事象

を、企業の社会的責任に着目して捉え、ビジネスの適

切な展開と関連付ける」ことを意味している。商業の

見方・考え方を働かせるためには、実践的・体験的な

学習活動を行うことなどを通して、ビジネスに関連す

る実験・実習から、様々な成功と失敗を体験し、その

振り返りを通して自己の学びや変容を自覚し、キャリ

ア形成を見据えて学ぶ意欲を高めることが求められ

る。さらに、産業界の関係者と対話することで視野を

広げ、考えを深めることで、ビジネスの現場で必要な

資質・能力を身に付けることができる。

 また、ビジネスの役割は、経済活動を通じて利益を

生み出す仕組みを創ることであり、利益を目的としな

い学習活動は、教科「商業」の学びとして位置付ける

ことは難しい。利益の計算式を「利益＝売上（収益）

−費用」と定義した場合、ビジネスの課題を解決する

には、売上や費用の内訳を細かく分析し、解決策を考

える探究活動が必要となる。例えば、売上を増やすた

めに客数を増やす場合は、新しい顧客を獲得するの

か、既存の顧客がリピーターになるかで、企業として

選択する戦略は異なる。さらに、コストパフォーマン

ス（費用対効果）を意識して、効果的な原価管理を行

うことも重要である。ビジネスの課題について、「な

ぜこの課題が発生するのか？（Why）」や「どうした

らその課題を解決できるのか？（How）」といった問

いかけを生徒に繰り返し投げかけることで、思考力等

を引き出しながら、より深い解決策を探ることができ

る（図10）。

 総じて、「課題研究」だけではなく、各科目におい

ても、「商業の見方・考え方」を働かせながら、課題

の設定、情報の収集、整理・分析、まとめ・表現の過

程を通して学習活動を展開することにより、商業科で

育成を目指す資質・能力を獲得できる深い学びにつな

げることが大切であり、先生方が担当する授業におい

て、単元の目標に適した問いの設定をする必要があ

る。その際、商業の見方・考え方を働かせられるよう

に、単元の目標に合わせ、ビジネスを分解した問いの

設定や、問いかけを工夫することにより、教科「商

業」としての深い学びにつなげられると考える。

図10　ビジネスの分解と生徒への問いかけ（例）

売上

客単価
商品単価

アイテム数

客数
新規顧客

リピーター

費用

原価 材・労・経

販管費
広告宣伝

家賃・光熱

・なぜ～なのか（Why）

・どうしたら～できるか（How）

『利益』

⑸　教育課程実践検証協力校事業

 本事業は国立教育政策研究所の所管により実施さ

れ、協力校の生徒が学習に取り組む様子を観察するな

どして、学習指導上の様々な実践を客観的に検証し、

教育課程の基準を改善・充実させるための情報を収集

することを目的としている。令和６年度には本事業に

取り組む商業科4校を訪問し、協力校には「カリキュ

ラム・マネジメント」や「主体的・対話的で深い学

び」に関する自校の取組について情報提供を依頼して

いる。どのような学習活動においても、「商業の見

方・考え方」を働かせることが必要であり、これを基

に、実践的・体験的な学習活動を充実させることで、

生徒はビジネスへの理解を深め、持続可能な社会に貢

献できる職業人へと成長する。各協力校は、地域の企

業等と連携・協働し、それぞれの特色を生かした教育

活動に積極的に取り組んでいた。

 ここからは、協力校の1つである埼玉県立狭山経済

高等学校（以下、協力校という）が取り組んだ内容を

記載する。この取組は、5つのフェーズで進行した。

具体的には本稿の最終ページ（11ページ）の資料を確

認していただきたい。

 はじめに、「①事前活動」のフェーズでは、オンラ

インミーティングを活用し、研究授業に向けた単元の

指導計画の検討を実施した。この段階で、協力校が育

成する資質・能力を再認識し、単元の目標や指導計

画、評価方法を共有するなど、基礎的な準備を整えた。
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 次に「②作成・精査」のフェーズでは、協力校の担

当教員が作成した単元の指導計画を、県教委の担当指

導主事が精査した。その際、具体的な助言を受けなが

ら授業シミュレーションを繰り返し、計画の精度を高

めた。続く「③研究授業」では、精査を経て洗練され

た単元の指導計画を基に授業を実践した。授業後の

「④研究協議」では、協力校の先生方とともに授業を

振り返り、テーマに基づいた協議を通じて授業改善の

ための意見交換を行った。最後に「⑤事後活動」で

は、研究内容を私の方で整理し、協力校の取組を各地

の研究会などで説明することで、情報共有を図った。

 協力校では、科目「マーケティング」と科目「簿

記」の研究授業を実施した。

○研究授業の概要

・科目「マーケティング」

 �キャッシュレス決済の普及率を日本と他国で比

較し、企業や消費者の視点から現状や課題を考

える問いを設定した。

・科目「簿記」

 �固定資産の減価償却における費用計上の意味や

目的を考える問いを設定した。

 どちらの授業も、生徒が協力して答えを導き出す学

習活動を想定し、担当教員が単元の指導計画を作成し

た。研究授業では、他教科の先生方が積極的に参加

し、その熱意が特に印象的だった。さらに、県教委の

中阪指導主事が問いの設定や授業の展開について助言

を行い、授業改善や学習評価に関する研究協議をより

深める貴重な機会となった。

66 おわりに

 先生方から授業改善や学習評価に対して不安の声を

聞くことがある。なぜなら、教師の学習指導には、基

本的な形はあるものの、唯一の正解は存在せず、多様

なアプローチが求められるためである。教師が立てた

指導と評価の計画を共有し、他者の意見を聞きなが

ら、教師自身がそれを推敲することで、指導力の向上

が見込まれる。デジタル学習基盤が整った現代では、

多様な教材の活用が増え、授業展開には計画的な指導

計画が必要になる。また、学校全体で「指導と評価の

一体化」を目指し、問いの設定や評価方法を話し合う

場を設けることで、各先生が最適な指導方法を見つけ

られる。さらに、全国各地で開催される研究会は、学

習指導の優れた事例が集まる貴重な場であり、参加者

は発表者の取組を自らの指導に積極的に取り入れよう

とする意欲が必要である。

 商業教育は幅広い分野をカバーしており、校内での

実験や実習が難しい場合がある。そのため、授業の一

環として産業現場などでの実習を導入し、実践知を身

に付けることを推奨する。検定や資格の取得は実践知

を補う手段であり、それ自体を目的化するべきではな

い。特に科目「課題研究」や科目「情報処理」におい

て、代替科目として同様の成果が達成されているかを

検証・評価する必要がある。また、各学校は、変化が

激しい時代において、持続可能な社会を築くために必

要な学びを提供する責任を担っている。産業界では、

デジタル分野の人材育成が求められており、教育分野

でも生成AIの活用が今後さらに進むと予想される。そ

のため、これまで主にビジネス情報分野で学んだデジ

タル技術の活用を他の分野にも広げ、生産性と創造性

を高められる人材の育成が必要である。さらに、現在

の経済社会では、人手不足や中小企業の事業承継が重

要な課題となっている。技術が進化しても、経済や経

営の基本的な概念は変わらないため、商業教育の普遍

的な学びを重視しつつ、データとデジタル技術を活用

して、社会課題に対応できる人材を育てる必要があ

る。教師一人ひとりの指導力向上が、生徒の学びの質

をさらに高め、未来に貢献できる人材の育成へとつな

がることが期待される。
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第1 目標

 商業の見方・考え方を働かせ，実践的・体験的

な学習活動を行うことなどを通して，企業におい

て情報を適切に扱うために必要な資質・能力を次

のとおり育成することを目指す。

 ⑴� 企業において情報を扱うことについて実務

に即して体系的・系統的に理解するととも

に，関連する技術を身に付けるようにする。

 ⑵� 企業において情報を扱うことに関する課題

を発見し，ビジネスに携わる者として科学的

な根拠に基づいて創造的に解決する力を養う。

 ⑶� 企業活動を改善する力の向上を目指して自

ら学び，企業において情報を適切に扱うこと

に主体的かつ協働的に取り組む態度を養う。

 この科目においては，ビジネスを適切に展開し

て企業の社会的責任を果たす視点をもち，ビジネ

スの場面を想定し，情報の集計と分析，ビジネス

文書の作成，プレゼンテーションに取り組む実践

的・体験的な学習活動を行うことなどを通して，

情報を適切に扱うことについて，組織の一員とし

ての役割を果たすことができるようにすることを

ねらいとしている。

文部科学省：高等学校学習指導要領

（平成30年告示）解説 商業編 抜粋

 ここで着目したいのは，3つの目標のすべてにおい

て，企業という言葉が使われていることである。これ

は，よりリアルな視点で実務を想定した学習が必要で

あることを意味している。このことからも，表計算ソ

フトウェアの関数の使い方や，ビジネス文書の作成方

法だけでなく，企業ではどのような情報が扱われ，ど

のように加工して活用・分析していくかについて，実

践的な学びを提供する必要がある。しかし，実践に焦

点を当てた高校生向けの学習教材は少ない。そこで，

上記⑴～⑶の目標について，実務を想定した学習がで

きるような教材の作成に取りかかることとした。

11 はじめに

 岐阜県商業教育研究会の商業教育推進委員会におい

て，本県の商業高校を卒業した生徒に対し，『現在役

立っている商業科目は何か』というアンケート調査を

行ったとの発表を聞く機会があった。令和4年度の調

査によると，情報処理（ソフトウェアの活用）26％，

情報処理（プログラミング系）８％となっており，計

34％の卒業生が，科目「情報処理」の学習が役立って

いると感じているそうだ。

 私は情報分野を専門としているため，商業高校を卒

業して情報処理が役に立っていると感じる人が多いこ

とを嬉しく思いながら，自分の授業や現在行われてい

る情報処理関連の授業を思い返してみた。表計算ソフ

トウェアを使った関数の学習，グラフの作成，マクロ

によるシステム構築など，実習を含めた授業が多く展

開されている一方で，授業の到達目標には資格取得が

掲げられ，検定試験に合格できる水準まで技術を高め

ることを第一の目標としている面もある。もちろん，

それも1つの授業の形ではあるが，社会人となった時

のことを考えると，果たしてこのままでよいのかと疑

問を抱くようになった。検定試験の問題のように，求

められている表やグラフが作成できるのみでよいのだ

ろうか。方法が分かるだけでは，職務で応用が利かな

いのではないだろうか。これらの疑問から，今の商業

高校生に対して，どのような授業を展開すれば社会で

活用できる情報能力を身に付けてもらえるのか，考え

る機会となった。本稿では主に，科目「情報処理」と

科目「ソフトウェア活用」について考えていきたい。

22
学習指導要領における
科目「情報処理」

 はじめに，現行の学習指導要領における科目「情報

処理」がどのような目標で取り組まれるべきか，改め

て確認したい。

商業の情報教育の在り方について
—今，求められる高校生の情報能力—

岐阜県立岐阜商業高等学校
教諭

西 田　茉 由
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33 学習教材の作成（データ分析）

⑴　問題意識

 本校で展開されている情報処理の科目において，実

践的な学びを提供できる問題の作成に取りかかった。

ここでは，特に表計算ソフトウェアを活用したデータ

分析に着目する。

 商業科ビジネス情報分野においては，全商情報処理

検定試験が重要な役割を担っている。検定試験では，

処理条件が示され，その処理条件を満たすような表を

作るための関数の設定方法などが問われる。このよう

な問題は，条件に沿って表やグラフを的確に作成する

技術を測る上では大変有効であるが，実際の企業活動

においては問題解決のためにどのような表やグラフを

作ればよいか，その表やグラフを作るためにはどのよ

うな条件を満たせばよいかがあらかじめ示されている

ことはほとんどない。例えば，新商品のプレゼン資料

に科学的根拠を提示するためにデータを収集した場

合，そのデータをどのように加工し，どのような形態

で提示することが有効なのかを考えられるようにする

ためには，検定試験対策とは異なる学習が必要とな

る。そこで，このような力を身に付けられるようにす

るために，1つの案として以下のような問題を考案し

た。

⑵　考案問題

●問題

 あなたは，飲料メーカーの営業企画担当者です。会

社のさらなる利益向上のため，販売促進活動（販促活

動）をすることになりました。効果的な販促活動を行

う上で，販促活動の対象となる商品を選定するため，

各要望に沿ったデータを作成して下さい。

要望１

 販促活動の対象となる商品を絞ってほしい。な

お，絞り込みの条件として，売上への貢献度が高

い商品を選択してほしい。

要望２

 絞り込んだ商品のうち，2023年上半期を基準に

売上が伸びている商品を対象としたい。

要望３

 対象とした商品について，季節によって売上の

変動があるか分析し，販促活動のタイミングを考

えたい。

●提供データ

表１　2024年の各月の売上（単位：千円）

商品名 1月 2月 3月 4月 5月 ６月

…

フローラルフィズ 3,195 3,285 4,131 3,639 4,206 3,365

エナジーエリクサー 13,391 12,058 14,570 13,592 13,971 11,103

ミスティックミント 7,594 5,352 5,712 7,995 9,242 7,031

トロピカルツイスト 9,941 11,165 9,674 11,428 10,654 8,972

ベリーブリス 9,798 10,228 9,804 12,470 11,957 10,931

シトラス・スプラッシュ 9,317 8,636 11,973 8,195 11,819 8,028

ハーバルハーモニー 15,390 18,678 15,352 13,239 13,224 14,757

アクアブルーム 2,723 2,644 3,073 3,145 3,966 3,418

おいしい緑茶 極 4,525 4,052 2,972 3,277 4,264 3,759

アルプスの天然水 7,639 5,313 7,670 7,100 8,137 6,500

表２　2023年の各月の売上（単位：千円）

商品名 1月 2月 3月 4月 5月 ６月

…

フローラルフィズ 4,181 2,650 3,950 2,665 4,963 2,527

エナジーエリクサー 13,286 13,209 13,070 14,680 13,870 13,070

ミスティックミント 5,881 8,900 6,539 7,190 5,148 9,496

トロピカルツイスト 9,313 9,828 8,746 10,069 9,559 8,236

ベリーブリス 10,523 9,862 9,112 9,040 9,463 8,137

シトラス・スプラッシュ 11,362 10,373 8,207 8,893 9,563 9,897

ハーバルハーモニー 16,345 16,892 15,847 18,840 18,877 12,415

アクアブルーム 3,374 3,233 3,453 2,599 2,319 3,038

おいしい緑茶 極 2,931 2,727 4,147 2,696 4,148 3,803

アルプスの天然水 6,978 6,751 5,941 6,716 9,475 8,339

 飲料メーカーの営業企画担当者という役割を与え，

販促活動をするために必要な分析を行うというよう

に，実務を想定して出題している。今回は要望を提示

することで，この問題で考えさせたい内容，作成して

もらいたい表・グラフの方向性を示した。また，提供

データについては，生成ＡＩを用いて架空の商品名を

生み出し，ランダムな整数を並べているが，実際の企

業のデータが提示できると，より実務に即した問題に

なるのではないかと思う。

⑶　要望１を叶える方法の例

 要望1を叶える方法の例は，2024年の商品ごとの売

上を集計した表を作表し，縦棒グラフと折れ線グラフ

を用いてパレート図を作図することである。貢献度が

高い項目を求める場合は，ABC分析を表すパレート

図を用いるのが一般的である。もちろん，関数の使い

方やグラフの作成方法，それぞれのグラフが持つ意味

などを学習してから取り組むことが前提であるため，

要望1を叶えるためにどのようなデータやグラフが必

要であるかは，各自が考察できるようにさせたいとこ

ろである。次ページに完成例を示している。
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表３　商品ごとの売上累積構成比とABC分析

商品名 売上合計
（千円） 構成比 累積

構成比 ランク

ハーバルハーモニー 188,536 18.6％ 18.6％ Ａ
エナジーエリクサー 152,292 15.0％ 33.6％ Ａ
ベリーブリス 133,535 13.2％ 46.7％ Ａ
シトラス・スプラッシュ 118,592 11.7％ 58.4％ Ａ
トロピカルツイスト 116,517 11.5％ 69.9％ Ａ
ミスティックミント 89,373 8.8％ 78.7％ Ｂ
アルプスの天然水 85,130 8.4％ 87.1％ Ｂ
おいしい緑茶 極 50,347 5.0％ 92.0％ Ｃ
フローラルフィズ 43,123 4.2％ 96.3％ Ｃ
アクアブルーム 37,718 3.7％ 100.0％ Ｃ

総合計 1,015,163

※� ここでは，累積構成比70％以下の商品をＡランク，90％以
下の商品をＢランク，それ以外をＣランクとしている。

図１　表３から作成したパレート図
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 図１より，累積構成比70％以下の商品をＡランクと

した場合，ハーバルハーモニー，エナジーエリク

サー，ベリーブリス，シトラス・スプラッシュ，トロ

ピカルツイストの5商品が特に売上への貢献度が高い

と分析できる。

⑷　要望２を叶える方法の例

 要望2を叶える方法の例は，要望1で絞り込んだ5

つの商品について，2023年上半期，2023年下半期，

2024年上半期，2024年下半期それぞれの売上を集計し，

2023年上半期を100％としたファンチャートを作成す

ることである。ファンチャートを用いることで，売上

金額が大きく違っていても，伸び率という平等な視点

で分析することができる。以下は完成例である。

表４�　2023年上半期を基準とした場合の，Aランク商
品の伸び率分析

商品名
2023年�
上半期

比
2023年�
下半期

比
2024年�
上半期

比
2024年�
下半期

比

エナジーエリクサー 81,185 100％ 77,762 96％ 78,685 97％ 73,607 91％

トロピカルツイスト 55,751 100％ 59,551 107％ 61,834 111％ 54,683 98％

ベリーブリス 56,137 100％ 57,855 103％ 65,188 116％ 68,347 122％

シトラス・スプラッシュ 58,295 100％ 59,938 103％ 57,968 99％ 60,624 104％

ハーバルハーモニー 99,216 100％ 105，335 106％ 90,640 91％ 97,896 99％

図２　表４から作成したファンチャート
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 図２より，2023年上半期を基準としたとき，それ以

降に一貫して売上が伸びているのはベリーブリスであ

る。なお，シトラス・スプラッシュも基本的には伸び

傾向にあるが，2024年上半期は停滞しているため，ベ

リーブリスの方が伸び傾向がより強いと考えられる。

よって，ベリーブリスを販促活動の対象とすること

で，大きな効果を得られると分析できる。

⑸　要望３を叶える方法の例

 要望3を叶える方法の例は，要望2により販促活動

の対象としたベリーブリスのみに焦点を当て，売上の

季節変動をグラフ化することである。季節ごとの変動

が分かればよいため，例えば3月～5月を春，６月～

８月を夏，９月～11月を秋，12月～2月を冬とし，円

グラフで季節ごとの売上の割合をみると，その商品が

どの季節によく売れているのかが分かる。以下は完成

例である。また，1年間の売上を折れ線グラフにする

ことで，より細かく分析することもできる。

図３　ベリーブリスの季節ごとの売上割合

春

夏

秋

冬
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 図３より，ベリーブリスは夏に多く販売されている

ことが読み取れる。ここまで要望1～3に関するデー

タ分析を行ってきたが，これらを総括すると，ベリー

ブリスの夏の販売に向けて販促費用をかけると，大き

な販促の効果を得られる可能性が高いということにな

る。

 この問題では，販促活動のために要望1～3という

形で指導者側の意図する分析をさせ，表・グラフの作

成に導いた。分析できる内容や手法をある程度提示し

た上で，今度は提供データのみを与え，それらのデー

タからどのようなことが分かるのか，1から考えさせ

る問題も作成していきたい。

 また，表やグラフの作成などの情報処理としての側

面だけでなく，商品開発などのマーケティング分野と

しての側面や，商品の在庫管理などの会計分野として

の側面を含めると，学習の幅が広がると思っている。

教科「商業」としてデータ分析が行える問題を今後も

考えていきたい。

44
学習教材の作成
（手続きの自動化）

 続いて，科目「ソフトウェア活用」において，現行

の学習指導要領解説を以下に示す。

第1 目標

 商業の見方・考え方を働かせ，実践的・体験的

な学習活動を行うことなどを通して，企業活動に

おけるソフトウェアの活用に必要な資質・能力を

次のとおり育成することを目指す。

 ⑴� 企業活動におけるソフトウェアの活用につ

いて実務に即して体系的・系統的に理解する

とともに，関連する技術を身に付けるように

する。

 ⑵� 企業活動におけるソフトウェアの活用に関

する課題を発見し，ビジネスに携わる者とし

て科学的な根拠に基づいて創造的に解決する

力を養う。

 ⑶� 企業活動を改善する力の向上を目指して自

ら学び，企業活動におけるソフトウェアの活

用に主体的かつ協働的に取り組む態度を養う。

 この科目においては，ビジネスを適切に展開し

て企業の社会的責任を果たす視点をもち，ビジネ

スの場面を想定し，表計算ソフトウェア，データ

ベースソフトウェアなどの活用に取り組む実践

的・体験的な学習活動を行うことなどを通して，

企業活動におけるソフトウェアの活用について，

組織の一員としての役割を果たすことができるよ

うにすることをねらいとしている。

文部科学省：高等学校学習指導要領

（平成30年告示）解説 商業編 抜粋

 情報処理同様，企業活動におけるソフトウェア活用

について目標が設定されている。そこで，今回は表計

算ソフトウェアの手続きの自動化に着目し，実践し

た。こちらで用意したテーマからランダムに選び，そ

のテーマに沿った自動化システムを考案させ，マクロ

を組むところまで行った。テーマは“ヘルスケア”，

“ToＤoリスト”，“観光”などジャンルは固定せず，

ある程度想定しやすいものを設定した。また，システ

ムの内容については指定しておらず，どのような機能

を持たせるかはグループ内で相談させた。その際，

ChatＧPTも活用し，類似するシステムがあるのかを

確認させたり，自動化できる部分を考案させたり，シ

ステム実行におけるテストデータを生成させたりした

（なお，ChatＧPTはガイドラインに従って使用してい

る）。これまでは教科書に沿ったシステムの構築が中

心となっていたものを，完全に自由化させることで，

より自分事としてとらえ，システムを1から組み立て

ていく体験をさせることができた。

図４�　“ヘルスケア”をテーマにしたグループが作成
したシステム

 このグループは，テーマがヘルスケアであったた

め，運動ができたか否か，運動の強度（レベル）はど

の程度か，運動した時間は何時間何分か，などの情報

を入力し，データを蓄積していく仕組みを作成した。

蓄積データを元に利用者の運動状況を分析し，運動の

質を高めるサポートができるシステムを目指した。
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図５�　“ToDoリスト”をテーマにしたグループが作
成したシステム

 このグループは，テーマがToＤoリストであったた

め，やるべきことを入力し，表に反映させていく仕組

みを作成した。しかし，入力するだけであればマクロ

を組まずとも実現できる。テーマがシンプルであるた

め，どの部分を自動化すると便利になるのか，アイデ

ア出しの時点で苦戦していた。機能を1から考えると

なると苦戦する場面も多くなるが，ChatＧPTの力も

借りながらであれば，効率よく時間が使えたようであ

る。実務の場面でも生成ＡＩが頻繁に使われるように

なっているため，生成ＡＩがビジネスに活用できると

いうことを肌で感じさせることができたと思う。

図６�　“観光”をテーマにしたグループが作成したシ
ステム

 このグループは，テーマが観光であったため，観光

地のおすすめスポットやグルメなどを提示してくれる

仕組みを作成した。配列内に各自が調査した内容を格

納し，観光地を選択することでその配列から呼び出

す。しかし，ここまででは単純な仕組みでしかないた

め，指定した観光スポットを効率よく巡るルートを算

出し提案する機能や，予算や気分によっておすすめの

旅行先を提案する機能などを考案した。最終的な実装

まではいかなかったが，少しでも理想に近づけようと

奮闘する生徒には胸を打たれた。

 この授業は本校の2年生で展開している。基本情報

技術者試験の合格を目標にしているクラスであり，す

でに合格者が一定数いるが，実習となるとつまずきを

感じたようだ。このことからも，机上で情報の知識を

蓄えるだけでなく，社会で通用する実務スキルを身に

付けるための授業を展開しなければならないと痛感し

た。今回，各グループが作成したものは“システム”

と言えるほどのものではないかもしれないが，生徒に

とってよい経験ができたのではないかと思う。

55 岐阜県としての取り組みへ

 2024年度に，データ分析の学習教材の作成を，岐阜

県商業教育研究会の取り組みとして始動した。岐阜県

の情報を専門とする商業科教員に声をかけさせていた

だき設立した，ビジネス情報作問プロジェクトという

取り組みである。取り組みとしては，①作問したもの

を持ち寄る，②委員の中で問題の改善点などを話し合

う，③各自の授業内で実践する，④手応えを情報共有

した上で評価し改善点を話し合う，というサイクルで

主にオンラインで実施した。各学校で学習の進捗度に

差がある点については，それぞれの実情に合わせて修

正いただき対応した。結果として，さまざまな難易度

の問題を作成することにつながっていく。ここでは，

プロジェクト内で実践報告のあった問題例を一部紹介

する。なお，3つの依頼を提示し，Ａ4用紙に収まる

報告書を作成させるのが，以下の考案問題の終着点で

ある。

●考案問題

 シート名「社員別売上実績」のデータを利用して，

上司の求める書類を作成しなさい。

 依頼1：以下の【要件】に沿って，表を完成させて

ほしい。

【要件】

・�セルＢ3に通番を入力すると，社員ごとのデー

タが反映されるようにしたい。

・社員ごとの月別売上実績を表示したい。

※�できれば，全社員の売上実績の平均値も常に表

示してほしい。

●解答例

 【要件】を元に作成したのが，次の図７である。
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 この問題は，全商情報処理検定ビジネス情報2級の

知識レベルで作成した問題である。作問していただい

た先生に話を聞くと，これまで学習している検定試験

レベルの問題であっても，各自の判断で進める問題形

式になっただけでつまずき，解けなくなる生徒もいた

とのことだ。やはり，与えられた形式どおりに問題を

解いていく方法では，即戦力となるスキルが身に付い

たとは言えないのではないかと実感した。

 また，今回は出題者から生徒に対していくつか条件

を提示している。初めての試みだったため，ある程度

の道筋を示すように配慮していただいたからだ。最終

的にはデータをたった1つ与えるのみとし，そのデー

タから生徒自身が10や20を分析しつつ，表やグラフの

作成ができる段階まで進めていきたい。今後は，難易

度別に作問したり，身に付けさせたい能力など，目的

別に作問したりしていきたいと思っている。プロジェ

クトに参加いただいている先生方や，生徒の力を借り

ながら，今後の情報処理の授業で活用できる問題を増

やしていきたい。

66
おわりに
～今後の商業教育に願うこと～

 現在，少子高齢化の波に直面し，商業高校は危機に

面しているといっても過言ではない。文部科学省の学

校基本調査によると，岐阜県では令和６年度の中学3

年生が17,629人であるのに対し，小学1年生が14,664

人，岐阜県の人口動態統計調査によると０歳児が

10,721人となっている。15年間で7,000人ほど人口が

減少している現在，学校の統廃合などが進むのは間違

いないだろう。その中で，商業高校が統廃合の対象と

ならないようにするためには，商業教育の魅力につい

て今一度我々自身が認知し，他者へ発信することが大

切である。私が思う商業教育の魅力は，社会と密に接

していることでリアルな学びを得ることができ，企業

の即戦力となる力が身に付けられるところだと考え

る。資格取得を通じた即戦力の証明，インターンシッ

プや産学連携プロジェクトを通じた実践的経験，起業

家教育を通じたチャレンジ精神の育成など，他の学科

では得ることのできない学びがあるからだ。また，表

計算ソフトウェアを活用したデータ分析，生成ＡＩを

使ったマーケティング戦略の考察，プログラミングを

用いた業務の効率化といったデジタル技術の進展に伴

う活用の幅の広がりにより，企業はこれまで以上に即

戦力となる人材を求めている。実践的な学びを提供す

る商業教育の強みがこれまで以上に発揮される時代な

のではないだろうか。今こそ商業教育の真価を発揮

し，社会にとって不可欠な存在であることを発信し続

けることが大切である。これからも従来の枠組みにと

らわれず，地域や企業と連携しながら新たな商業教育

の形を模索し続けていきたい。生徒一人ひとりが社会

で活躍できる力を身に付け，社会に求められる人材と

なるよう進化していくことで，商業教育の未来を切り

拓くことができるのだと信じている。

図７　社員ごとの月別売上実績の完成例
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北海道立教育研究所附属情報処理教育センター指導主事
北海道札幌東商業高等学校校長など歴任
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ビジネス計算実務検定ビジネス計算実務検定
模擬テスト模擬テスト  33・・22・・11級級

○〔分野別問題〕➡〔模擬試験問題〕➡〔過去問題演習〕の構成で、段階的な学習が可能です。
○模擬試験問題12回分（問題集収録８回＋ダウンロード4回）の演習で、合格のための実力を着実に養成します。
○数字や記号の書き方トレーニング、ビジネス計算の基本トレーニングで基礎固めをおこなうこともできます。
○キャラクターによるワンポイントアドバイスやコラムで、理解度を高めることができます。
○最新の検定試験問題3回分（第147回・第148回・第149回）を登載しています。
○�当社ウェブページから、以下のデータをダウンロードすることができます。今回から、新たに本誌誌面PＤFデー

タの提供を開始しましたので、是非ご活用ください。
　【ダウンロードデータ】
 ・（全級）本誌誌面PＤFデータ※

 ・（全級）模擬試験問題の解答用紙データ
 ・（全級）追加模擬試験4回分（第９回～第12回模擬）の問題＋解答解説データ※

 ・（2級および1級）数表データ
 ・（1級）練習問題の解答解説データ※

 �※マークが付いているデータを開く際には、パスワードが必要となります。パスワードおよびダウンロード手順
は、各級の別冊解答解説の最終ページに記載しております。

本書の特長

書籍情報書籍情報

〈３級〉
Ａ4判はぎとり式／120ページ
定価680円（本体618円＋税10％）
ISBN978−4−8090−6710-5 C7063 ￥618E

〈２級〉
Ａ4判はぎとり式／180ページ
定価740円（本体673円＋税10％）
ISBN978−4−8090−6711−2 C7063 ￥673E

〈１級〉
Ａ4判はぎとり式／208ページ
定価790円（本体718円＋税10％）
ISBN978−4−8090−6712-9 C7063 ￥718E

令和７年度版（2025年２月発行）� 各級とも別冊解答解説付

New！
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〠112-0002 東京都文京区小石川５丁目17番３号 ☎03（5803）3304
〠534-0024 大阪市都島区東野田町１丁目17番12号 ☎06（6355）5226
〠062-0902 札幌市豊平区豊平２条５丁目１番27号 ☎011（822）8811
〠980-0012 仙台市青葉区錦町１丁目１番10号 ☎022（216）5871
〠460-0003 名 古 屋 市 中 区 錦 １ 丁 目 6 番 34 号 ☎052（218）5552
〠730-0005 広 島 市 中 区 西 白 島 町 11 番 9 号 ☎082（212）0888
〠810-0011 福岡市中央区高砂２丁目13番22号 ☎092（533）1588
〠380-8688 長 野 市 南 千 歳 町 1005 番 地
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［編集］　☎03（5803）3304　FAX03（5803）2624

https://toho.tokyo-horei.co.jp/

書籍情報書籍情報（ビジネス情報分野）（ビジネス情報分野）

全商情報処理検定試験全商情報処理検定試験
模擬問題集模擬問題集
プログラミング編プログラミング編

全商情報処理検定試験全商情報処理検定試験
模擬問題集模擬問題集
ビジネス情報編ビジネス情報編

●最新の検定基準に完全対応！
●「用語解説・練習問題」で、大問1～3を解くための知識を定着
●「アルゴリズム解説」で、大問4～7で出題されるアルゴリズムを丁寧に解説
●過去問題の分析を踏まえ、新検定基準に対応できる模擬問題を12回分登載
●当社ウェブページから、各種提供データをダウンロード可能
　今回から、新たに本誌誌面PDFデータの提供を開始しました！

●最新の検定基準に完全対応！
●分野ごとの解説・練習問題で知識を整理
●出題傾向・出題パターンに即した模擬問題を12回分登載
●別冊解答には、充実した解説を掲載
●当社ウェブページから、各種提供データをダウンロード可能
 �今回から、新たに本誌誌面PDFデータの提供を開始しました！

2025年度用（2025年３月31日発行）
〈２級〉 A4判／208ページ／定価910円（本体827円＋税10％）
    ISBN978−4−8090−6701−3 Ｃ7004 ￥827E
〈１級〉 A4判／232ページ／定価970円（本体882円＋税10％）
    ISBN978−4−8090−6702−0 Ｃ7004 ￥882E

2025年度用（2025年３月31日発行）
〈３級〉 A4判／208ページ／定価760円（本体691円＋税10％）
    ISBN978−4−8090−6698−6 Ｃ7004 ￥691E
〈２級〉 A4判／240ページ／定価800円（本体727円＋税10％）
    ISBN978−4−8090−6699−3 Ｃ7004 ￥727E
〈１級〉 A4判／256ページ／定価870円（本体791円＋税10％）
    ISBN978−4−8090−6700−6 Ｃ7004 ￥791E
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